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ＦＷＣサービス利用規約 

 

本利用規約(以下「本規約」という)は、古野電気株式会社（以下「当社」という）が提供するフ

ルワイヤレスカメラ「FWC」(以下「当社製品」という)を利用（以下「本サービス」という）するた

めのお客様との契約に適用されます。お客様は、本サービスを利用した場合、本規約に同意したも

のとみなされます。本サービスのご利用に先立ち、本規約を確認のうえ、本規約の内容に同意でき

ない場合は、本サービスをご利用なさらないようお願いいたします。 

 

第１条（総則・適用） 

本規約は、本サービスの提供条件および本サービスに関する相互間の権利関係を定めることを

目的とし、お客様と当社の間の本サービスに関わる一切の関係に適用されます。 

２．当社が当社ウェブサイト上で随時掲載する本サービスに関するルールその他の諸規定等は本規

約の一部を構成するものとします。 

３．本規約の内容と、前項に定めるルールその他諸規定等とが異なる場合は、「本規約の規定」が優

先して適用されるものとする。 

 

第２条（定義） 

本規約において使用する以下の用語は、各々以下に定める意味を有するものとします。 

(1)「本サービス」とは、当社が提供するフルワイヤレスカメラ「FWC」という名称で提供する当

社製品を利用するためのサービス（理由の如何を問わずサービスの名称または内容が変更さ

れた場合は、当該変更後のサービスを含みます。）の総称を意味します。 

(2)「画像データ」とは、当社製品を利用して撮影された画像データなど（GPS位置情報等の映像

データに付随するデータを含みます。）を意味します。 

(3)「当社製品」とは当社がお客様に販売する、本サービスを利用するためのカメラを意味しま

す。 

(4)「本サービス用設備等」とは、本サービスを正常に利用するにあたり、お客様が設置するコン

ピュータ、電気通信設備その他の機器およびソフトウェアを意味します。 

(5)「WEBアカウント」とは、当社が配布する WEBサイトにアクセスして画像データを閲覧するこ

とができるユーザーを意味します。 

(6)「個人情報」とは、個人情報の保護に関する法律に定める個人情報を意味します。 

(7)「知的財産権」とは、著作権、特許権、実用新案権、商標権、意匠権その他の知的財産権（そ

れらの権利を取得し、またはそれらの権利につき登録等を出願する権利を含みます。）を意

味します。 

（8）「お客様」とは、第３条に基づき本サービスの利用者としての登録がなされた個人または法人

を意味します。 
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第３条（契約の成立） 

  本サービスの利用を希望する者「以下「登録希望者」という」は、本規約を遵守することを同

意し、かつ当社の定める一定の情報（以下「登録情報」という）を当社の定める方法で当社に提

供することにより、当社に対し、本サービスの利用の登録を申請することができます。 

２．当社は、前項に基づき登録を申請した者が、以下の各号のいずれかの事由に該当する場合は、

登録を拒否することがあります。 

（１）当社に提供された登録情報の全部または一部につき、虚偽、誤記又は記載漏れがあった場合 

（２）反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、その他暴力、

威力又は詐欺的手法を使用して経済的利益を追求する集団又は個人を意味します。以下同じ。）

である、又は資金提供その他を通じて反社会的勢力の維持、運営若しくは経営に協力若しくは

関与する等反社会的勢力との何らかの交流若しくは関与を行っていると当社が判断した場合 

（３）その他、当社が登録を適当でないと判断した場合 

３．当社は、前項その他当社の基準に従って、登録希望者の登録の可否を判断し、当社が登録を認

める場合にはその旨を登録希望者に通知します。かかる通知により登録希望者のお客様としての

登録は完了し、本規約の諸規定に従った本サービスの利用にかかる契約（以下「利用契約」とい

う）がお客様と当社の間に成立します。 

４．お客様は本規約に基づいて本サービスを利用することができるものであり、本サービスを通じ

て当社が提供するコンテンツ（文章、画像、動画その他のデータを含みますがこれらに限りませ

ん。）及び本サービスに関する知的財産権は当社に帰属し、お客様は、契約の成立及び本サービス

の利用によって、これらに関する知的財産権その他の権利を取得するものではありません。 

 

第４条（お客様情報の変更） 

お客様は、その商号もしくは名称、本店所在地もしくは住所、連絡先等のお客様に係る事項に

変更がある場合には、遅滞なく、当該変更事項を当社に通知するものとします。 

 

第５条（本サービスの提供） 

  当社は、お客様に対し、契約書にてお客さまより指定された種類・内容のサービスを提供しま

す。 

 

第６条（本サービスの一時的な中断および提供停止） 

当社は、次の各号のいずれかに該当する場合には、お客様への事前の通知または承諾を要する

ことなく、本サービスの提供を中断することができるものとします。なお、当社は、本サービス

の利用を中断するときは緊急やむを得ない場合を除き、あらかじめその旨をお客様に通知します。 

(1)運用上または技術上の理由でやむを得ない場合 

(2)電気通信事業者が電気通信サービスを中止あるいは一時停止した場合 

(3)天災地変等不可抗力により本サービスを提供できない場合 
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(4)その他、当社が停止または中断を必要と判断した場合 

２．当社はお客様が第 17 条（禁止事項）第 1 項各号のいずれかに該当する場合またはお客様が利

用料未払いその他本規約等に違反した場合には、お客様への事前の通知もしくは催告を要するこ

となく本サービスの全部または一部の提供を停止することができるものとします。 

３．当社は本条に定める事由のいずれかにより本サービスを提供できなかったことに関してお客様

またはその他の第三者が損害を被った場合であっても、一切の責任を負わないものとします。 

 

第７条（中途解約） 

お客様および当社は、本サービスの全部もしくは一部を中途解約する場合、解約の日の 1ヶ月前

までに相手方に対し書面による解約の申し出を行うことにより解約できるものとします。このとき、

当社は解約された残余期間の利用料を返還しないものとします。ただし、当社の事由による解約の

時はこの限りではありません。 

 

第８条（本サービスの廃止） 

 当社は、次の各号のいずれかに該当する場合、本サービスの全部または一部を廃止することがで

きます。なお、当社が本サービスの全部または一部を廃止した場合における利用料金の返還につい

ては、サービス廃止月以降の利用料を前納いただいている場合に限りお支払いするものとします。 

(1)廃止日の 2か月前までに本サービスの全部または一部を廃止する旨をお客様に通知した場合 

 (2)天災地変等不可抗力により本サービスを提供できない場合 

 (3)その他当社が必要と判断した場合 

 

第９条（再委託） 

  当社は、本サービスに関する業務の全部または一部を当社の判断にて第三者に再委託すること

ができるものとします。なお、当社は当該再委託先(以下、「再委託先」といいます。)に対し第 23

条（秘密情報の取り扱い）および第 24 条（個人情報の取り扱い）のほか当該再委託業務遂行に

ついて利用規約等所定の当社の義務と同等の義務を負わせるものとします。 

 

第 10条（利用料金の支払義務） 

お客様は、契約が成立した日から起算して契約の終了日までの期間(以下「利用期間」という。)

について、別途契約書で定める利用料金およびこれに係る消費税等を、契約書の規定および請求

書に基づき支払います。なお、利用期間が 1ヶ月に満たない場合でも、利用料金の日割り計算は

致しません。振込手数料その他支払に必要な費用はお客様の負担とします。 

２．利用期間において第６条【サービス停止】に定める本サービスの提供の中断、停止その他の事

由により本サービスを利用することができない状態が生じた時であっても、お客様は、利用期間

中の利用料金およびこれに係る消費税の支払い義務を免れないものとします。ユーザーが利用料

金の支払を遅延した場合、お客様は年 14.6％の割合による遅延損害金を当社に支払うものとし
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ます。 

 

第 11条（第三者への対応） 

お客様は、本サービスの利用に伴い、自己の責めに帰すべき事由で第三者に対して損害を与え

た場合、または第三者からクレーム等の請求がなされた場合、自己の責任と費用をもって処理、

解決するものとします。お客様が本サービスの利用に伴い、第三者から損害を被った場合、また

は第三者に対してクレーム等の請求を行う場合においても同様とします。 

２．本サービスを利用してお客様等が提供又は伝送する情報（コンテンツ）については、お客様の

責任で提供されるものであり、当社はその内容等についていかなる保証も行わず、また、それに

起因する損害についてもいかなる責任も負わないものとします。 

３．お客様は、お客様等がその故意または過失により当社に損害を与えた場合、当社に対して、当

該損害の賠償を行うものとします。 

 

第 12条（本サービス利用のための設備設定・維持） 

  本サービス用設備等、インターネット接続ならびに本サービス利用のための環境に不具合があ

る場合、当社はお客様に対して本サービスの提供の義務を負わないものとします。 

２．お客様は、自己の費用と責任において、本サービス用設備等を設置、設定し、本サービス用設

備等及び本サービス利用のための環境を維持するものとします。 

３．お客様は、本サービスを利用するにあたり、自己の責任と費用をもって、電気通信事業者等の

電気通信サービスを利用して本サービス用設備等をインターネットに接続するものとします。 

 

第 13条（対象データの取り扱い） 

お客様および当社は、対象データが所有権、産業財産権、著作権その他の法令に基づく排他的

権利または専用権の対象とならないことを確認するとともに、お客様および当社のそれぞれが本

条に従って対象データを取り扱うことができることを確認します。 

２．お客様は、対象データについて次の行為を行うことができます。 

 (1)対象データを使用すること 

 (2)対象データを第三者に開示、譲渡または利用許諾をすること 

 (3)対象データを加工等することにより得られる派生したデータを使用、加工等すること(第三者

にこれらを行わせることを含む) 

３．当社は、お客様の事前の同意を得ずに、お客様が本サービスを通じて送信した画像データを第

三者に提供しないものとします。ただし、次に定める場合には、当社は、お客様の事前の同意を

得ずに、映像データを第三者に提供することができるものとします。 

 (1)法令に基づく場合 

 (2)人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、お客様の同意を得るこ

とが困難であるとき 
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 (3)公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、お客

様の同意を得ること困難であるとき 

(4)国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けたものが法令の定める事務を遂行する

ことに対して協力する必要がある場合であって、お客様の同意を得ることにより当該事務の

遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき 

４．当社は本サービスに関する以下の目的の達成に必要な範囲内で対象データを使用することがで

きます。 

 (1)サービス内容や新たなサービス内容を検討するための分析・解析 

 (2)本サービス提供に際し障害が生じた際の対応 

 (3)その他上記に付帯する事項および当社が必要であると判断した事項 

５．当社は契約書において定める期間の限度で対象データを保有します。ただし、当該期間経過後

も当社の使用目的や本サービス内容との関係で保有継続する必要が生じた場合は継続保有でき

るものとします。 

６．本条は、サービス終了後も有効に継続するものとします。 

 

第 14条（お客様が管理する情報） 

お客様は、自己の責任において、契約開始後当社から付与する WEBアカウントに紐づくユーザ

ーIDおよびパスワードを開示、貸与、共有しないとともに、第三者に利用、貸与、譲渡、名義変

更、売買、漏洩することのないよう厳重に管理するものとします。ユーザーIDおよびパスワード

の管理不備、使用上の過誤、第三者の使用等によりお客様自身およびその他の者が損害を被った

場合、当社は一切の責任を負わないものとします。お客様のユーザーIDおよびパスワードによる

利用その他の行為は、すべてお客様による利用とみなすものとします。 

２．第三者がお客様のユーザーIDおよびパスワードを用いて、本サービスを利用した場合、当該行

為はお客様の行為とみなされるものとし、お客様はかかる利用についての利用料金の支払いその

他の債務一切を負担するものとします。また、当該行為により当社が損害を被った場合、お客様

は当該損害を補填するものとします。ただし、当社の故意または過失によりユーザーIDおよびパ

スワードが第三者に利用された場合はこの限りではありません。 

３．お客様は、当社が指定するその他情報（お客様が本サービスに対象データを送信するための接

続情報および認証のための情報を含みこれに限られません。）を第三者に開示、貸与、共有しない

とともに、第三者に漏洩することのないよう厳重に管理するものとします。 

 

第 15条（バックアップ） 

  お客様は、お客様等が本サービスにおいて提供、伝送するデータ等については、お客様は自ら

の責任で同一データ等をバックアップとして保存しておくものとし、本契約に基づき当社がデー

タ等のバックアップに関する別段の定めがない限り、当社はかかるデータ等の保管、保存、バッ

クアップ等に関して一切責任を負わないものとします。 
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第 16条（データの削除） 

  お客様が本サービスの利用終了手続きを行った場合に、お客様データを削除します。また、本

サービスの利用料金の支払い遅滞するなどして本サービスが利用停止となってから相当の期間

が経過した場合には、お客様が利用終了手続きを行ったとみなし、お客様データを削除します。

削除されたお客様データは、当社もまた復旧することができません。 

 

第 17条（禁止事項） 

お客様は本サービスの利用に関して、以下のことを行わないものとします。 

(1)当社もしくは第三者の著作権、商標権などの知的財産権その他の権利を侵害する行為、また

は侵害する恐れのある行為 

 (2)利用規約等に違反して、第三者に本サービスを利用させる行為 

 (3)法令もしくは公序良俗に違反、またはその恐れのある行為 

(4)当社もしくは第三者に不利益を与える行為 

 (4)他社を差別もしくは誹謗中傷し、またはその名誉もしくは信用を毀損する行為 

 (5)詐欺等の犯罪に結びつくまたは結びつく恐れがある行為 

 (6)わいせつ、児童ポルノまたは児童虐待にあたる画像、文書等を送信または掲載する行為 

 (7)第三者に成りすまして本サービスを利用する行為 

 (8)ウイルス等の有害なコンピュータプログラム等を送信または掲載する行為 

 (9)無断で第三者に広告、宣伝もしくは勧誘のメールを送信する行為、または第三者が嫌悪感を

抱くもしくはその恐れのあるメール(嫌がらせメール)を送信する行為 

 (10)第三者の設備等または本サービス用設備等の利用もしくは運営に支障を与える行為、または

与える恐れのある行為 

 (12)当社による本サービスの提供を妨げ、またはその恐れがある行為 

 (13)その行為が前各号のいずれかに該当することを知りつつ、その行為を助長する態様・目的で

リンクをはる行為 

２．当社は、本サービスの利用に関して、お客様等の行為が第 1項各号のいずれかに該当するもの

であることまたはお客様等の提供した情報が第 1 項各号のいずれかの行為に関連する情報であ

ることを知った場合、事前にお客様に通知することなく、本サービスの全部または一部の提供を

一時停止し、または第 1項各号に該当する行為に関連する情報を削除することができるものとし

ます。ただし、当社は、お客様等の行為またはお客様等が伝送する画像データを監視する義務を

負うものではありません。 

 

第 18条（当社が行う契約の解除） 

当社は、お客様が、以下の各号のいずれかの事由に該当する場合は、あらかじめお客様にその

ことを通知の上、契約を解除することがあります。 
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(1)第 17条（禁止事項）により本サービスの利用を停止されたお客様が、なおその利用停止の原

因となる事実を解消しないとき 

(2)当社が定める期日を経過してもなお、お客様が本サービス料金等その他債務を支払わないと

き 

(3)契約のいずれかの条項に違反した場合または行う恐れがあると当社が判断した場合 

(4)登録情報に虚偽の事実があることが判明した場合 

(5)お客様が自らまたは反社会的勢力を利用して、当社に対して詐称、暴力的行為または脅迫的

言辞を用いたとき 

(6)法令もしくは公序良俗に反する行為、当社の信用を毀損する行為またはその恐れがあると当

社が判断した場合 

２．前項に関わらず、当社は、次のいずれかに該当するときは、あらかじめ通知をせずに契約を解

約するときがある。 

(1)支払い停止もしくは支払い不能となり、または破産手続き開始、民事再生手続き開始、会社更

生手続開始、特別清算開始もしくはこれらに類する措置を受けた時 

(2)自ら振り出し、もしくは引受けた手形もしくは小切手につき、不渡りの処分を受けた場合、ま

たは手形交換所の取引停止処分その他これに類する措置を受けたとき 

(3)差押、仮差押、契約に関する仮処分、強制執行または競売の申し立てがあった場合 

(4)租税公課の滞納処分を受けた場合 

(5)資本の減少、営業の廃止もしくは変更、または解散の決議をしたとき 

(6)前各号に定めほか、資産、信用および支払い能力等に重大な変更を生じ、またはその恐れがあ

ると認められる相当の事由があるとき 

３．前項各号のいずれかの事由に該当した場合、お客様は、当社に対して負っている債務の一切に

ついて当然の期限の利益を失い、直ちに当社に対して全ての債務の支払いを行わなければなりま

せん。 

４．当社は、本条に基づき当社が行った行為によりお客様に生じた損害についてその責任を負いま

せん。 

 

第 19条（保証の否認および免責） 

当社は本サービスへのアクセス過多、その他予期せぬ要因での表示速度の低下や障害等が生じ

た場合の責任を一切負わないものとします。 

２．当社は、お客様によって登録される情報を監視、保存する義務を負わないものとします。お客

様は本サービスの内容として当社が画像データを保存または配信する場合であっても、常時画像

データを保存または配信することができることを保証するものではなく、当社製品または通信網

の瑕疵、障害、動作不良もしくは不具合その他の事由により、画像データを保存または配信でき

ない場合があることを認識し、了承するものとします。また、当社は、画像データを保存または

配信できなかったことによりお客様に損害が生じた場合であっても、当社の故意または重過失で
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ある場合を除きその責任を負わないものとします。 

３．LTE サービスエリア外や LTE サービスの通信網が弱い場所で利用したことによる画像の欠落に

対して、当社は一切の責任を負いません。 

４．当社は、本サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由により、その提供

をしなかったことに起因してお客様に生じた逸失利益、派生損害等を除く通常の損害に限り賠償

する責任を負うものとします。なお、当社は予見の有無、予見すべき場合を問わず、特別の事情

から生じた損害については、責任を負わないものとします。 

５．前項により、当社がお客様に対し賠償責任を負う場合において、本サービスに係る１ヶ月の利

用料を上限として、その責任を負うものとします。 

 

第 20条 当社製品その他の設備 

お客様は自己の本サービスの利用環境に応じて、コンピューターウイルスの感染の防止、不正

アクセスおよび情報漏洩の防止等のセキュリティ対策を自らの費用と責任において講じるもの

とする。 

２．当社提供 SIM を用いた LTE 版の本製品を利用するお客様は利用場所が NTT ドコモの提供する

LTE通信サービスの提供エリア内であることを確認するものとします。 

 

第 21条（善管注意義務） 

当社は、本サービスの利用期間中、善良なる管理者の注意をもって本サービスを提供するもの

とします。 

 

第 22条（本サービス用設備等の諸具合等） 

当社は、本サービス用設備等について障害があることを知ったときは、遅滞なくお客様にその

旨を通知するものとします。 

２．上記のほか、本サービスに不具合が発生したときは、お客様および当社はそれぞれ遅滞なく相

手方に通知し、両者協議のうえ各自の行うべき対応措置を決定したうえでそれを実施するものと

します。 

 

第 23条（秘密情報の取り扱い） 

お客さまおよび当社は、本サービス遂行のため相手方より提供を受けた技術上または営業上そ

の他業務上の情報のうち、相手方が特に秘密である旨あらかじめ書面で指定した情報で、提供の

際に秘密情報の範囲を特定し、秘密情報である旨の表示を明記した情報（以下、「秘密情報」とい

います。）を第三者に開示または漏洩しないものとします。ただし、相手方からあらかじめ書面に

よる承諾を受けた場合および次の各号のいずれかに該当する情報についてはこの限りではあり

ません。 

(1)秘密保持義務を負うことなく既に保有している情報 
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(2)秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報 

(3)相手方から提供を受けた情報によらず、独自に開発した情報 

(4)利用契約等に違反することなく、かつ、受領の前後を問わず公知となった情報 

２．前各項の定めにかかわらず、お客さまおよび当社は、秘密情報のうち法令の定めに基づきまた

は権限ある官公署からの要求により開示すべき情報を、当該法令の定めに基づく開示先または当

該官公署に対し開示することができるものとします。この場合、お客さまおよび当社は、関連法

令に反しない限り、当該開示前に開示する旨を相手方に通知するものとし、開示前に通知を行う

ことができない場合は開示後すみやかにこれを行うものとします。 

３．秘密情報の提供を受けた当事者は、当該秘密情報の管理に必要な措置を講ずるものとします。 

４．秘密情報の提供を受けた当事者は、相手方より提供を受けた秘密情報を本サービス遂行目的の

範囲内でのみ使用し、本サービス遂行上必要な範囲内で秘密情報を化体した資料等（以下本条に

おいて「資料等」といいます。）を複製または改変（以下本項においてあわせて「複製等」といい

ます。）することができるものとします。この場合、お客さまおよび当社は、当該複製等された秘

密情報についても、本条に定める秘密情報として取り扱うものとします。なお、本サービス遂行

上必要な範囲を超える複製等が必要な場合は、あらかじめ相手方から書面による承諾を受けるも

のとします。 

５．前各項の規定に関わらず、当社が必要と認めた場合には、第９条（再委託）所定の再委託先に

対して、再委託のために必要な範囲で、お客さまから事前の書面による承諾を受けることなく秘

密情報を開示することができるものとします。ただしこの場合、当社は再委託先に対して、本条

に基づき当社が負う秘密保持義務と同等のものを負わせるものとします。 

６．秘密情報の提供を受けた当事者は、相手方の要請があったときは資料等（本条第 5項に基づき

相手方の承諾を得て複製、改変した秘密情報を含みます。）を相手方に返還し、秘密情報が本サー

ビス用設備等に蓄積されている場合はこれを完全に消去するものとします。 

７．本条の規定は、本サービス終了後、３年間有効に存続するものとします。 

 

第 24条（個人情報の取り扱い） 

お客様および当社は、本サービス遂行のため相手方より提供を受けた営業上その他業務上の情

報に含まれる個人情報（個人情報の保護に関する法律に定める「個人情報」を言います。以下同

じとします）を本サービス遂行目的の範囲内でのみ使用し、第三者に開示または漏洩しないもの

とするとともに、個人情報に関して個人情報の保護に関することを含め関連法令を遵守するもの

とします。 

２．個人情報の取り扱いについては、当社のウェブサイト等に記載するプライバシーポリシー等に

従います。 

３．本条の規定は、本サービス終了後も有効に存続するものとします。 

 

第 25条（反社会的勢力との取引排除） 
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お客様および当社は、それぞれ相手方に対し、次の各号の事項を確約する。 

(1)自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずる者またはその構成員（以下

総称して「反社会的勢力」という。）ではないこと。 

(2)自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役またはこれらに準ずるものをいう。）が反

社会的勢力ではないこと。 

(3)反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものでないこと。 

(4)自らまたは第三者を利用して、次の行為をしないこと 

ア 相手方に対する脅迫的な言動または暴力を用いる行為 

イ 偽計または威力を用いて相手方の業務を妨害し、または信用を毀損する行為 

２．お客様は、当社の承諾の有無にかかわらず、本件物品の全部または一部につき、反社会的勢力

に賃貸借を譲渡し、または転貸してはならない。 

 

第 26条（協議） 

本規約の解釈について両当事者間に異議、疑義が生じた場合、または本規約に定めのない事項

が生じた場合、誠実に協議し、円満にその解決を図るものとします。 

 

第 27条（準拠法および裁判管轄） 

  本規約に関する事項については、日本法を準拠法とし、神戸地方裁判所を第 1審の専属的合意

管轄裁判所とします。 

 

第 28条（本規約の変更） 

  当社はあらかじめお客様に事前の承諾を得ることなく本サービスの内容、及び本規約（当社ウ

ェブサイトに掲載する本サービスに関するルール、諸規定等を含みます。以下本項において同

じ。）を随時変更できるものとします。本規約が変更された場合、変更後の本サービスの提供条

件は、変更後の利用規約に従うものとします。 

２．当社は、前項の変更を行う場合は、14日以上の予告期間をおいて、変更後の利用規約の内容を

お客様に通知又は本サービス上に表示するものとします。ただし、変更が軽微でお客様に特に不

利益にならないと当社が判断した場合は、通知しないものとします。 

３．お客様が変更後の本規約に同意できないときは、お客様は、前項に定める予告期間中に当社に

対してその旨書面により通知することにより、本契約を解除することができるものとします。 

 

第 29条（通知） 

  当社は、本サービスに関連してお客様に通知をする場合、本サービスにかかる操作画面への表

示その他の本サービス内での掲示または本サービスに登録されたお客様の電子メールアドレス・

住所に宛てて電子メール・文書を送信する方法など、当社が適当と判断する方法で実施します。 

２．本サービスに登録されたお客様の電子メールアドレス宛にメールを配信した際に、メールが何
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らかの事情でエラーになった場合であっても通知をしたものとみなし、この場合、当該メールア

ドレスへのメールの配信を止めることができるものとします。なお、メールが受信できなかった

ことおよび配信を停止することにより、お客様に損害が生じたとしても当社は一切責任を負いま

せん。 

 

2025年 2月 1日制定 


